
１． 背 景

建設産業においては，下請け企業を中心に，雇

用，医療，年金保険について，法定福利費を適正

に負担しない企業（すなわち保険未加入企業）が

存在することから，技能労働者の公的保障が確保

されず，若年入職者減少の一因となっているほ

か，関係法令を遵守して適正に法定福利費を負担

する企業ほど競争上不利になるという状況が生じ

ている。

このため，技能労働者の雇用環境の改善や不良

不適格業者の排除に取り組み，建設産業の持続的

な発展に必要な人材の確保と事業者間の公平で健

全な競争環境を構築する必要があることから，学

識経験者・関係業界団体，関係労働者団体で構成

する「社会保険未加入対策の具体化に関する検討

社会保険への加入指導が
始まります

―行政庁による制度的チェック，指導―
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図―１ 建設業許可・更新時の保険加入状況の確認・指導
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会」を開催し，平成２４年２月２３日「建設業におけ

る社会保険未加入問題への対策について」がとり

まとめられ，関係者を挙げた社会保険未加入問題

への対策の一環として建設業許可・更新時の保険

加入状況の確認・指導，建設業担当部局による監

督，経営事項審査の厳格化について図―１～３の

とおりとりまとめられた。

図―２ 建設業担当部局による監督

図―３ 経営事項審査の厳格化
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２． 省令改正等について

こうした状況に鑑み，中央建設業審

議会・社会資本整備審議会産業分科会

建設部会基本問題小委員会の中間とり

まとめ（平成２４年１月２７日）等も踏ま

え，建設業法施行規則（昭和２４年建設

省令第１４号）および建設業法第２７条の

２３第３項の経営事項審査の項目および

基準を定める件（平成２０年国土交通省

告示第８５号）について，平成２４年５月

１日，以下のとおり所要の改正を行っ

た。

� 建設業の許可申請書の添付書類

への保険加入状況の追加（平成２４

年１１月１日施行）

許可行政庁が，建設業法（昭和２４年

法律第１００号。以下「法」という）第

３条に基づく許可（許可の更新を含

む）の申請時に，保険加入状況の確

認，指導等を行うため，法第６条第１

項に基づく申請書の添付書類として，

健康保険等の加入状況＊を記載した書

面の提出を求めることとし，当該書面

の様式を整備した（図―４参照）。

� 施工体制台帳等の記載事項への

保険加入状況の追加（平成２４年１１

月１日施行）

特定建設業者および下請負人が，そ

の請け負う工事における下請負人等の

保険加入状況を把握することを通じ

て，適正な施工体制の確保に資するよ

う，法第２４条の７第１項に基づき特定

建設業者が作成する施工体制台帳の記

載事項および同条第２項に基づき下請

負人が特定建設業者に通知すべき事項

図―４
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に，健康保険等の加入状況を追加することとし

た。なお，平成２４年１１月１日以降に特定建設業者

が発注者と締結した請負契約に係る建設工事が対

象となる。

� 経営事項審査における保険未加入企業への

減点措置の厳格化（平成２４年７月１日施行）

法第２７条の２３に基づく経営事項審査において，

社会性等（労働福祉の状況）に係る評価の項目お

よび基準を次のとおり見直した。

・評価項目のうち「健康保険及び厚生年金保険」

を，「健康保険」と「厚生年金保険」に区分

し，各項目ごとに審査することとした。

・「雇用保険」「健康保険」および「厚生年金保

険」の各項目について，未加入の場合それぞれ

４０点の減点（３保険に未加入の場合１２０点の減

点（現行は６０点の減点））とした。

３． 保険への加入指導等について
（平成２４年１１月より実施）

建設業における社会保険未加入問題への対策に

ついては，行政，元請け企業，下請け企業など関

係者が一体となって総合的対策を実施し，実施後

５年を目途に，企業単位では許可業者の加入率１００

％，労働者単位では製造業相当の加入状況を目指

すこととしており，これらの建設業の社会保険未

加入対策の一環として，前述のとおり省令等の改

正が行われたが，これらの施行に合わせ国・都道

府県の建設業担当部局においては，次のとおり新

たな取り組みを開始することとしているところで

ある。

� 建設業の許可・更新の申請時等に，新たに追

加された保険加入状況を記載した書面により申

請者の保険加入状況の確認をし，未加入である

ことが判明した企業に対しては加入指導を実施

する。

� 経営事項審査時に未加入であることが判明し

た企業に対して加入指導を実施する。

� 事業所（営業所）への立入検査による保険加

入状況の確認および未加入であることが判明し

た企業に対する加入指導を実施するとともに，

工事現場への立入検査による施工体制台帳等の

確認を行い，元請け企業による下請け企業への

指導状況の確認を実施する。

� 上記の加入指導によってもなお未加入の場合

は保険担当部局（都道府県労働局，日本年金機

構）に通報する。

� 通報後の保険担当部局による加入指導等によ

ってもなお加入が見込まれない未加入企業に対

して，他法令違反による監督処分を実施する。

４． おわりに

社会保険未加入対策の推進に当たっての許可行

政庁における取り組み，特に建設業許可・更新時

における確認等に当たっては，申請書類・確認書

類等の手間が増え，建設企業にとっては，負担増

となる面などもあるが，本施策の本来の目的であ

る建設技能労働者の処遇の向上，建設産業の持続

的な発展に必要な人材の確保，法定福利費を適正

に負担する企業による公正で健全な競争環境の構

築の実現のため，ご理解とご協力をお願いした

い。

＊ 「健康保険等の加入状況」とは，健康保険法（大正

１１年法律第７０号）第４８条の規定による被保険者の資格

の取得の届出，厚生年金保険法（昭和２９年法律１１５号）

第２７条の規定による被保険者の資格の取得の届出及び

雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定に

よる被保険者となったことの届出の状況をいう。
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